
風力発電関連機器産業に関する調査研究 報告書概要 
 
Ⅰ．報告の背景 
 本報告は 2013 年度に、一般社団法人 日本産業機械工業会が実施した「風力発電関連機器産業に関

する調査研究」の成果に基づいている。 
 
Ⅱ．調査研究の目的 
 風力発電装置は多くの構成部品からなり、技術・経済波及効果は自動車産業に劣らず大きなものと推

測されるが産業実態が明らかになっていない。本調査では、産業の全体像を把握することで新たな産業

としての基盤整備の推進に資することを目的として 2010 年度から継続して調査を行っている。 
 
Ⅲ．調査研究の対象 
 本調査研究では、風力発電関連機器産業として、風車メーカ、部品メーカ、付帯設備メーカに焦点を

当て、特に国内での生産状況に関する実態調査を行った。 
 
Ⅳ．調査研究の方法 
 本調査では、風力発電関連機器産業の産業実態の把握として、以下の方法をとった。 
① 風力発電関連企業の抽出 
② 主要な風力発電関連企業 246 社へのアンケート調査 
③ 産業実態の分析 

 
Ⅴ．アンケート調査の実施概要 
（１）調査研究の対象 
 アンケート調査では、風力発電関連企業 246 社を対象に、アンケート内容は以下の構成で調査を実施

した。 
 
 

参入の有無 

参入している場合 

参入していない場合 

売上高、生産に係る状況、 
今後の市場予測など 

参入希望の有無、理由、 
求める支援など 



（２）調査の実施概要 
 アンケート調査名「風力発電関連機器産業の実態に関する調査」 
 実施時期：2013 年 10 月から 2014 年 1 月まで 
 有効回答数：132 社（回答率：53.6％） 
 分析方法：統計分析および自由回答の内容分析 
 
Ⅵ．調査研究結果の概要（詳細については、本文を参照） 
（１）風力発電関連企業の抽出 
 2012 年度調査時（対象期間 2011 年度）に行った分類について見直しを行い、風力発電機本体につい

ては実績が出てきた洋上風力発電機の分類を追加したほか、一部の小分類の名称を改めた。これらの分

類に基づき、関連する企業を抽出した。 

 
（２）アンケート調査及び分析結果 
 風力発電機本体の出力は数ｋＷから数ＭＷまで様々であり、また関連する業種も多様であるが、風力

発電関連機器産業の産業規模全体像は見えてきている。ただし、汎用部品の整理・分類には本調査では

把握が困難であり今後の検討課題である。 
多くの企業は風力発電市場の拡大を確信しているが、風力発電に対する国内政策については固定価格

買取制度（FIT：Feed In Tariff）が始まったものの、補助金の打ち切りからの移行が必ずしもスムー

スに繋がっていない影響が出ている。さらに、環境アセスメント適用拡大などの課題があり、発電事業

者にとってあと 1~2 年は厳しい投資状況が続く見通しである。短期的には国内市場より海外市場を有望

視する状況が続いている。一方、東日本大震災の後、再生可能エネルギーへの注目が高まり、民需への

期待も見られる。 
 今後、産業を育成していくためには、政策による風力発電の導入目標が示されるとともに、民需を促

すべく公的試験設備など支援施策の実施などが必要であり、国内市場の持続的な拡大が求められる。国

内企業は風力発電に応用可能な各種要素技術を有しており、風力発電に対する積極的な政策（導入目標）

が示されれば、参入企業が増えるとともに、各企業において新技術開発の推進と設備投資にも踏み込め

る状況にあると考察された。 
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